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公
的
個
人
認
証
サ
ー
ビ
ス
認
証

局
の
更
新
作
業
の
た
め
、
次
の
手

続
き
が
一
時
利
用
で
き
な
く
な
り

ま
す
。
ご
迷
惑
を
お
掛
け
し
ま
す

が
、
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い

し
ま
す
。

　
【
停
止
す
る
手
続
き
の
内
容
】市

民
課
窓
口
で
の
、
電
子
証
明
書
の

　

現
在
の
「
後
期
高
齢
者
医
療
限

度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額
認

定
証
（
以
下
、
減
額
認
定
証
）」
は
、

７
月　

日
（
水
）
が
有
効
期
限
で

３１

す
。
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
被

保
険
者
で
住
民
税
（
市
民
税
・
都

　

夜
間
と
休
日
に
納
税
相
談
窓
口

を
開
設
し
ま
す
。
市
民
税
・
都
民

税
、
固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税
、

国
民
健
康
保
険
税
な
ど
の
市
税
の

納
め
忘
れ
は
あ
り
ま
せ
ん
か
。
仕

事
な
ど
で
平
日
の
相
談
が
困
難
な

方
は
、
ぜ
ひ
こ
の
機
会
を
ご
利
用

く
だ
さ
い
。

　

※
相
談
の
場
合
は
、
事
前
に
来

庁
の
日
時
を
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
介
護
保
険
料
、
保
育
園

保
育
料
、
学
童
保
育
料
は
、
納
付

書
な
ど
を
持
参
し

て
い
た
だ
い
た
場

合
、
領
収
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

　

◎
児
童
手
当
＝
６
月
分
以
降
の

手
当
を
支
給
す
る
た
め
に
現
況
届

の
提
出
が
必
要
で
す

　

◎
医
療
費
助
成
制
度
＝
現
在
お

手
元
に
あ
る
乳
幼
児
・
義
務
教
育

就
学
児
の
各
医
療
証
の
有
効
期
間

は
９
月　

日
３０

ま
で
で
す
。

今
年
度
か
ら
、

更
新
手
続
き

時
に
、
現
況

届
の
提
出
が

医
療
費
が
高
額
に 

な

っ

た

と

き

は

　

１
カ
月
に
保
険
医
療
機
関
な
ど

で
か
か
っ
た
医
療
費
が
算
定
基
準

額
を
超
え
た
と
き
は
、
そ
の
超
え

た
額
が
高
額
療
養
費
と
し
て
支
給

さ
れ
ま
す
。

　

該
当
し
た
方
へ
は
、
高
額
療
養

費
の
支
給
の
お
知
ら
せ
と
申
請
書

を
郵
送
し
ま
す
。
必
要
事
項
を
記

入
の
上
、
被
保
険
者
証
と
領
収
書

を
添
え
て
保
険
年
金
課
国
民
健
康

保
険
係
（
市
役
所
１
階
）
へ
申
請

し
て
く
だ
さ
い
。

　

医
療
機
関
な
ど
へ
の
医
療
費
支

払
い
済
み
の
確
認
は
原
則
、
領
収

書
で
行
っ
て
い
ま
す
の
で
、
医
療

費
の
領
収
書
は
金
額
に
か
か
わ
ら

ず
大
切
に
保
管
し
て
く
だ
さ
い
。

　

※
国
民
健
康
保
険
の
高
額
療
養

費
の
計
算
方
法
や
自
己
負
担
限
度

額
は
左
の
図
１
・
表
１
を
参
照
。

急
な
病
気
で
病
院
に 

か
か
っ
た
と
き
は

　

出
先
で
急
に
具
合
が
悪
く
な
る

な
ど
、
や
む
を
得
な
い
事
情
が
あ

っ
て
保
険
医
療
機
関
の
窓
口
に
被

保
険
者
証
を
提
示
せ
ず
医
療
を
受

け
た
と
き
は
、
世
帯
主
か
ら
の
申

請
に
よ
っ
て
、
後
か
ら
保
険
給
付

の
払
い
戻
し
が
受
け
ら
れ
ま
す

（
必
ず
保
険
治
療
で
あ
る
こ
と
を

病
院
な
ど
に
申
し
出
て
く
だ
さ

い
）。

【
手
続
き
方
法
】
次
の
①
～
⑤
に

該
当
す
る
必
要
な
書
類
を
持
参
の

上
、
同
課
へ
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

　

①
被
保
険
者
証
を
提
示
せ
ず
に

病
院
な
ど
に
か
か
っ
た
と
き
＝
診

療
報
酬
明
細
書
（
レ
セ
プ
ト
）、
領

収
書
（
原
本
）、
被
保
険
者
証
、
世

帯
主
名
義
口
座
番
号
、
認
め
印
②

柔
道
整
復
師
の
施
術
料
＝
治
療
明

細
書
、
領
収
書
（
原
本
）、
被
保
険

者
証
、
世
帯
主
名
義
口
座
番
号
、

認
め
印
。
た
だ
し
、
支
払
い
委
任

を
し
て
い
る
と
き
は
柔
道
整
復
師

か
ら
の
請
求
③
医
師
が
認
め
た
、

は
り
、 
灸 
、
マ
ッ
サ
ー
ジ
な
ど
＝

き
ゅ
う

医
師
の
同
意
書
、
領
収
書
（
原
本
）、

被
保
険
者
証
、
世
帯
主
名
義
口
座

番
号
、
認
め
印
。
た
だ
し
、
支
払

高
額
療
養
費
な
ど
国
民
健
康
保
険
か
ら

給
付
さ
れ
る
医
療
費

民
税
）
非
課
税
世
帯
の
方
は
、「
減

額
認
定
証
」
を
医
療
機
関
の
窓
口

に
「
被
保
険
者
証
」
と
一
緒
に
提

示
す
る
と
、
入
院
時
の
食
事
代
と

保
険
適
用
の
自
己
負
担
額
が
減
額

さ
れ
ま
す
。

減

額

認

定

証

を 

既
に
お
持
ち
の
方

　

現
在
、
減
額
認
定
証
を
お
持
ち

の
方
で
８
月
１
日
（
木
）
以
降
も

引
き
続
き
交
付
対
象
と
な
る
方
に

は
、
７
月
下
旬
に
新
し
い
減
額
認

定
証
を
郵
送
し
ま
す
。

初
め
て
申
請
を
行
う
方

　

被
保
険
者
証
、
該
当
す
る
方
の

認
め
印
を
持
参
し
、
保
険
年
金
課

高
齢
者
医
療
係
（
市
役
所
１
階
）

へ
申
請
し
て
く
だ
さ
い
（
代
理
の

方
で
も
可
）。

　

申
請
月（
郵
送
の
場
合
は
着
月
）

の
１
日
か
ら
有
効
で
す
。

長
期
入
院
該
当
に
つ
い
て

　

下
表
の
区
分
Ⅱ
に
該
当
し
、
過

去　

カ
月
の
入
院
日
数
が　

日

１２

９０

（
都
の
後
期
高
齢
者
医
療
制
度

「
区
分
Ⅱ
の
減
額
認
定
証
」
の
交

付
を
受
け
て
い
た
期
間
に
限
り
ま

す
）
を
超
え
る
場
合
に
該
当
し
ま

す
。

　

入
院
時
の
食
事
代
が
、
さ
ら
に

減
額
さ
れ
ま
す
の
で
、
入
院
日
数

の
分
か
る
病
院
の
領
収
書
な
ど
を

を
添
え
て
、
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

　

詳
し
く
は
同
係
緯
４
７
０
・
７

８
４
６
へ
。

市
税
な
ど
の
納
付
に

ご
協
力
く
だ
さ
い

　
【
ご
注
意
】納
税
証
明
書
の
発
行

は
で
き
ま
せ
ん

夜
間
納
税
相
談
窓
口

　
【
日
時
】
７
月　

日
（
水
）・　

２４

２５

日
（
木
）
の
い
ず
れ
も
午
後
８
時

ま
で休

日
納
税
相
談
窓
口

　
【
日
時
】
７
月　

日
（
土
）・　

２７

２８

日
（
日
）
の
い
ず
れ
も
午
前
９
時

～
午
後
４
時

　
【
会
場
】
夜
間
・
休
日
の
い
ず
れ

も
納
税
課
（
市
役
所
２
階
）

　

詳
し
く
は
同
課
緯
４
７
０
・
７

７
３
０
へ
。

発
行
・
失
効
手
続
き

　
【
停
止
日
】
７
月　

日
（
月
）・

２９

　

日
（
火
）

３０
　

詳
し
く
は
市
民
課
緯
４
７
０
・

７
７
２
２
、
ま
た
は
都
総
務
局
振

興
企
画
課
緯　

・
５
３
８
８
・
２

０３

４
６
９
へ
。

不
要
に
な
り
ま
し
た
。
更
新
後
の

医
療
証
は
、
９
月
下
旬
に
送
付
し

ま
す
。
た
だ
し
、
市
で
所
得
状
況

が
確
認
で
き
な
い
方
は
現
況
届
の

提
出
が
必
要
で
す
。
手
続
き
が
必

要
な
方
に
は
、
６
月　

日
付
で
現

１２

況
届
の
用
紙
を
送
付
し
て
い
ま
す

の
で
、
未
提
出
の
方
は
至
急
提
出

し
て
く
だ
さ
い
。

　

詳
し
く
は
子
育
て
支
援
課
緯
４

７
０
・
７
７
３
６
へ
。

　

７
月　

日
（
水
）
は
、
固
定
資

３１

産
税
・
都
市
計
画
税
第
２
期
、
国

民
健
康
保
険
税
第
１
期
、
後
期
高

齢
者
医
療
保
険
料
第
１
期
の
納
期

限
で
す
。
最
寄
り
の
金
融
機
関
・

ゆ
う
ち
ょ
銀
行
（
郵
便
局
）
で
お

納
め
く
だ
さ
い
。

　

詳
し
く
は
納
税
課
緯
４
７
０
・

７
７
２
９
へ
。

い
委
任
を
し
て
い
る
と
き
は
施
術

者
か
ら
の
請
求
④
治
療
用
装
具

（
ギ
ブ
ス
、
コ
ル
セ
ッ
ト
、
小
児

弱
視
治
療
用
眼
鏡
、
弾
性
ス
ト
ッ

キ
ン
グ
な
ど
）
＝
医
師
の
診
断
書
、

領
収
書
（
原
本
）、
被
保
険
者
証
、

世
帯
主
名
義
口
座
番
号
、
認
め
印

⑤
海
外
療
養
費
＝
診
療
明
細
書

（
原
本
、
日
本
語
訳
）、
領
収
書

（
原
本
、
日
本
語
訳
）、
被
保
険
者

証
、
世
帯
主
名
義
口
座
番
号
、
認

め
印

　

詳
し
く
は
同
係
緯
４
７
０
・
７

７
３
３
へ
。

※月の途中で７５歳を迎えた方と被保険者が後期高齢者医療制度に移行することにより、国民健康保
険に加入する被用者保険および国民健康保険組合の被扶養者の方は、当該月の自己負担限度額を
表１の金額のそれぞれ半額で計算します。

注）１　同一世帯に課税所得が１４５万円以上の７０歳～７４歳の国保被保険者がいる方。ただし、７０歳～
７４歳の国保被保険者および特定同一世帯所属者（国民健康保険から後期高齢者医療制度に移
行した方）の収入の合計が、２人以上の場合は５２０万円未満、１人の場合は３８３万円未満であ
ると申請した場合は、「一般」の区分になります

注）２　同一世帯の被保険者全員および世帯主（擬制世帯主を含む）が市民税・都民税非課税の場合
注）３　注）２の要件を満たし、かつ、その世帯の所得が一定の基準以下（年金収入で８０万円以下、

他の所得なし）の場合
注）４　過去１２カ月に３回以上高額療養費の支給を受けた場合、４回目以降は４４，４００円となります
注）５　上位所得者とは基礎控除後の総所得金額などが６００万円を越える世帯
注）６　過去１２カ月に３回以上高額療養費の支給を受けた場合の４回目以降の額

表１　国民健康保険における高額療養費の自己負担限度額（月額）
Ｃ　国保世帯全体70歳以上の方（後期高齢者医療制度の対象者を除く）

注）６　
４回目以降３回目までＢ

世帯単位（入院含む）
Ａ

個人単位（外来）
８３，４００円１５０，０００円＋（医療費

－５００，０００円）×１％
注）５
上位所得者注）４

８０，１００円＋（医療費
－２６７，０００円）×１％

４４，４００円注）１
現役並み所得者 ４４，４００円８０，１００円＋（医療費

－２６７，０００円）×１％一　般

８３，４００円１５０，０００円＋（医療費
－５００，０００円）×１％

注）５
上位所得者４４，４００円１２，０００円一　般

４４，４００円８０，１００円＋（医療費
－２６７，０００円）×１％一　般

２４，６００円３５，４００円
住 民 税
非 課 税
世 帯

２４，６００円８，０００円
注）２
住民税非課税
世帯（Ⅱ）

１５，０００円８，０００円
注）３
住民税非課税
世帯（Ⅰ）

　1カ月に医療機関へ支払った自己負担額が基準額を超過したときは、その超えた額が高額療養費
として返還されます。計算方法は以下の通りです。
　同じ月内の自己負担額を合算し、世帯単位で自己負担限度額（表１参照）を適用します。
　７０歳以上の方と７０歳未満の方に分け、７０歳以上の方の外来は、まず個人単位で外来の自己負
担額を適用し、その後で入院の自己負担限度額を合算します。

70歳未満の方（入院・外来）

70歳以上の方

個人単位
（外来）

世帯単位（入院含む）

世帯全体
世帯単位

個人単位
（外来）

合計Ａ円まで

合計Ａ円まで 合計Ｂ円まで

合計Ｃ円まで

21,000円以上が対象自己負担額

図１　国民健康保険の高額療養費計算方法（Ａ、Ｂ、Ｃの額は表１参照）

※１　入院時の食事代や保険適用とならない差額ベット料などは自己負担限度額には含まれません。
※２　「減額認定証」は世帯全員の方が住民税非課税であることが条件となります。
　　　区分Ⅱ・・・世帯全員が住民税非課税で区分Ⅰ以外の方。
　　　区分Ⅰ・・・ア．住民税非課税世帯であり、世帯全員の所得（年金の所得控除額を８０万円として計算）が０円の方。
　　　　　　　　イ．住民税非課税世帯であり、老齢福祉年金を受給している方。
※３  長期入院該当日は申請日の翌月１日となり、申請日から月末までは差額支給の対象となります。

（後期高齢者医療制度）医療機関などの窓口で支払う１カ月の自己負担限度額と食事代

１食当たりの食事１食当たりの食事代代
自己負担限度自己負担限度額額（※１）（※１）

適用区適用区分分（※（※２２））負担割負担割合合「減額認定証」「減額認定証」 
提示の有提示の有無無 外来＋入院外来＋入院 

（世帯（世帯））外来（個人外来（個人））

２６０円４４，４００円１２，０００円一般

１割

住民税非課税世帯の方が 
「保険証」のみ 
提示した場合

２１０円

２４，６００円
８，０００円

区分Ⅱ
（９０日以内の入院）

住民税非課税世帯の方が 
「保険証」と「減額認定証」
の両方を提示した場合

１６０円
区分Ⅱ

（９０日を超える入院）
長期入院該当（※３）

１００円１５，０００円区分Ⅰ

10月1日以降の
医療証の交付が
できません。

6月分以降の
児童手当が

　受けられません。

現況届が提出されないと…

電
子
証
明
書
の
発
行
・
失
効
手
続
き

一
時
停
止
し
ま
す

夜
間
・
休
日
納
税
相
談
窓
口
を

開
設
し
ま
す

国
民
健
康
保
険

「
後
期
高
齢
者
医
療
限
度
額
適
用
・
標
準

　

負
担
額
減
額
認
定
証
」
を
更
新
し
ま
す

後
期
高
齢
者
医
療
制
度

児
童
手
当
・
乳
幼
児
医
療
費
助
成
制
度
・

義
務
教
育
就
学
児
医
療
費
助
成
制
度

現
況
届
の
提
出
は
お
済
み
で
す
か 


